
 

ものづくり企業人材育成支援補助金交付要綱 
 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、県内の製造業を営む中小企業が若手社員の育成のための指導者確保
に要する経費の一部を、国の雇用開発支援事業費等補助金（地域活性化雇用創造プロジェ
クト）を活用して予算の範囲内において交付する、ものづくり企業人材育成支援補助金
（以下「補助金」という。）について、補助金等交付規則（昭和３２年島根県規則第３２
号。以下「規則」という）に定めるもののほか必要な事項を定めるものとする。 

 
（定義） 
第２条 この要綱における用語の定義は、それぞれ以下の各号に定めるとおりとする。 
⑴ 中小企業事業主 

資本金の額又は出資の総額が３億円を超えない事業主又は常時雇用する労働者の人  
数が３００人を常態として超えない事業主 

⑵ 熟練技能者 
実務経験が 15 年以上の技能者で、経歴、保有資格、技能競技大会入賞歴、表彰歴、

講習受講歴等を総合的に勘案し、補助対象企業事業者における若手人材育成上必要と
される優れた技能・技術を有する者と判断される者 

 
(補助対象事業者) 
第３条  中小企業事業主で次に掲げる要件を満たす者とする。 
 
       ア 県内に事業所を有すること。 
       イ 島根県税の未納がないこと。 
       ウ 製造業のうち日本標準産業分類による次の業種を主たる業としていること。 
     (ｱ）国の雇用開発支援事業費等補助金（地域活性化雇用創造プロジェクト）を      

活用して補助金を交付する業種。 
       ・E09（食料品製造業）・E10（飲料・たばこ・飼料製造業）・E16（化学工

業）・E18（プラスチック製品製造業）・E19（ゴム製品製造業）・E21（窯業・
土石製品製造業）・E22（鉄鋼業）・E23（非鉄金属製造業）・E24（金属製品
製造業）・E25（はん用機械器具製造業）・E26（生産用機械器具製造業）・E27
（業務用機械器具製造業）・E28（電子部品・デバイス・電子回路製造業）・
E29（電気機械器具製造業）・E30(情報通信機械器具製造業)・E31（輸送用
機械器具製造業） 

          (ｲ) (ｱ)以外の業種。 
           ・E11（繊維工業）・E12（木材・木製品製造業（家具を除く））・E13（家具・

装備品製造業）・E14（パルプ・紙・紙加工品製造業）・E15（印刷・同関連業）・
E17（石油製品・石炭製品製造業）・E20（なめし革・同製品・毛皮製造業）・
E32（その他製造業） 

エ 暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２ 
条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第２号に規定
する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者を経営に関与させている
事業者でないこと。 

       オ 当該補助金申請日、又は補助金交付決定日の時点で破産、精算、民事再生手     
続き若しくは会社更生手続開始の申立てがなされている事業者でないこと。 

       カ 雇用保険適用事業所であること。 
キ 厚生労働省所管の雇用関係助成金について、不正受給処分されていない又は 
不正受給処分がなされてから３年以上経過していること。 

       ク 労働保険料を滞納していないこと。 
ケ 交付申請日の前日から起算して過去１年において、労働基準法等の労働関係 
法令の違反により送検処分を受けていないこと。 

       コ 性風俗関連営業、接待を伴う飲食店営業又はこれらの営業の一部を受託する 
        営業を行う事業主でないこと。 
 
（対象事業） 
第４条 対象事業は次のとおりとする。 
  
     退職又は再雇用期間が満了した熟練技能者などを若手社員の指導者として１日３時

間以上でかつ年間１５時間以上受け入れる取組であって、次の各号の全てに該当す
るものを対象とする。 

       



 

   ア 退職や再雇用期間が満了した熟練技能者などとし、人材育成に積極的に取り組 
    める者。（企業に雇用されている者を排除しない。ただし、資本関係のある企業 
    間、派遣元と派遣先の役員を兼ねている者がいる企業間など、一般的に緊密な関 
    係のある企業間の派遣は除く。） 
     イ 若手を指導するに値する優れた技能、技術、知識を有していること。 
   ウ 単なる、労働力の確保を目的とするものでないこと。 

エ 本事業の支援対象期間は、本要綱に基づく補助金の交付決定日が属する会計年
度の２月末日までの期間とする。 

      オ 補助対象事業者の役員の３親等以内の親族でないこと。 
      カ 業務日報を作成し、指導の内容を記録すること。 
 
（補助金の交付対象） 
第５条 補助対象経費、補助率、補助限度額は次表に掲げるとおりとする。ただし、消費税
は補助金の対象外経費とする。 

 

補助対象経費 内容 補助率 補助限度額 

 
賃金等 

 
派遣指導者に対する賃金及び謝金 

 
2/3 

 
10 千円／時
間かつ、600 
千円／年 

 
（注１）いずれの経費も総勘定元帳、領収書等の関係書類により、企業の支出が証明で    

きるもののみを対象とする。 
（注２）上表の対象経費を対象とする、国、地方自治体、独立行政法人等の他の公的補    

助金と重複して申請することはできない。 
 
（交付する補助金額の算出方法） 
第６条 補助金の交付額は、前条の補助対象経費の実支出額の合計額に補助率を乗じて得 
た額と補助限度額を比較していずれか低い方の額とする。  

    ただし、千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 
 
（申請手続） 
第７条 補助金の交付の申請をしようとする者は、補助金交付申請書（様式第１号）に、 
 申請する第４条の支援項目に応じて、次の各号に掲げる書類を添えて知事に申請しなけ 
 ればならない。 
  ⑴ 事業計画書（様式第１号－１） 
  ⑵ 補助金交付申請額計算書（様式第１号－２） 
  ⑶ 支出計画額内訳書（様式第１号－３ 
  ⑷ 島根県税の証明書（申請日前３ヶ月以内に発行された原本又は写し） 
  ⑸ 法人にあっては本補助金交付申請日前３ヶ月以内に法務局で発行された履歴事項 
   証明書の原本又は写し、個人事業主にあっては個人事業の開業・廃業等届出書の写        
   し 
  ⑹ その他、知事が必要と認める書類 
 
（補助金の交付決定） 
第８条 知事は、第７条の規定により補助金交付申請書の提出があったときは、その内容 
を審査のうえ、適当と認めるときは補助金の交付決定を行い、補助金交付決定通知書に 
より当該申請者に通知するものとする。 

 
（事業内容の変更） 
第９条 補助対象事業者は、規則第９条の規定に基づき知事の承認を受けようとするとき 
は、補助金変更交付申請書（様式第２号）を知事に提出し、承認を受けなければならない。 

 
（事業の廃止） 
第 10 条 補助対象事業者は、事業を廃止しようとするときは、あらかじめ廃止承認申請書 

を（様式第３号）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 
 
 （補助金の概算払） 



 

第 11 条 補助事業者は、概算払いにより補助金の交付を受けようとするときは、概算払請 
求書（様式４号）を知事に提出するものとする。 

２ 知事は、概算払請求書の提出があり、概算払することが適当と認められるときは概算 
払いすることができる。 

 
（補助金交付決定の取消等） 
第 12 条 知事は、補助対象事業者が補助金の交付の内容、条件、その他法令若しくはこれ 

に基づく処分に違反したときは、額の確定の有無にかかわらず、補助金交付決定の一部
又は一部を取り消すことができる。 

２ 知事は、補助金交付決定を取り消した場合において、補助事業の当該取消に係る部分 
に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命じる。 

 
（実績報告） 
第 13 条 補助対象事業者は、補助事業が完了した場合は、その日から 30 日を経過した日 

又は交付決定日が属する会計年度の 3 月 10 日のいずれか早い日までに、補助事業実績 
報告書（様式第５号）に次の各号に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。 

  ⑴ 補助事業実績書（様式第５号－１） 
  ⑵ 補助金精算額計算書（様式第５号－２） 
  ⑶ 精算額内訳書（様式第５号－３ 
  ⑷ 補助対象経費を支払ったことを証する書類 
  ⑸ その他知事が必要と認める書類    
 
（補助金額の確定） 
第 14 条 知事は、第 13 条の規定により実績報告書の提出があったときは、当該書類の審

査及び必要に応じて行う現地調査等により、適当と認めるときは交付すべき補助金等の
額を確定し、補助金確定通知書により当該補助対象事業者に通知するものとする。 

 （補助金の経理） 
第 15 条 補助対象事業者は、この補助金に係る経理についての収入及び支出の事実を明確 

にした帳簿及び証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日の属す
る会計年度の終了後５年間保存しなければならない。 

 
  附則 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 
    附則 １ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 
          ２ この要綱の施行日前に交付決定された補助金に係る実績報告については、 
              この要綱による改正後の第１３条の規定に関わらず、なお従前の例による。 
  附則 １ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附則 １ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 


